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Abstract 
 
In recent years, the number of Japan-based companies that use offshore development in information system 
development has been increasing. Offshore development is to entrust system development work to overseas 
system development companies and overseas subsidiaries. The introduction of offshore development can enjoy 
the merit of cost reduction and resource securing. However, in offshore development, several issues also exist.  
On the other hand, near-shore development has attracted attention as a way of solutions to deal with the 
problem of offshore development. Nearshore development is to utilize domestic local cities and entrust system 
development work to domestic system development companies. 
The merit of nearshore development is that it can maintain and secure high quality and security. In this 
research, we take cases of a two domestic and two foreign-affiliated system companies in Okinawa and consider 
the actual situation and problems of nearshore development. 
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1. はじめに 
近年，日本企業の情報システム開発では，オフショア開発（Offshore Development）やニアショア開
発（Nearshore Development）による外部委託（アウトソーシング）を利用する企業が増加している。
オフショア開発とは，海外（外国）にあるシステム開発会社や海外の子会社や関連会社等に対して，
システム開発業務を外部委託することである。 
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アウトソーシング利用の主な目的は，情報システム開発の各種業務において，システム開発コスト
や運用コスト，保守コスト等の人件費コストを削減すること，及びシステムエンジニア不足にともな
うリソース確保等である。日本における情報システム開発では，オフショア開発を導入することで，
情報システム会社では，コスト削減やリソース確保等の大幅なメリットを享受できる。しかし，オフ
ショア開発による大きなメリットを享受できる反面，いくつかの課題も存在している。 
そこで，オフショア開発による情報システム開発の課題を解決する方策として，日本国内のリソー
ス活用やコスト削減といったニアショア開発が注目されている。ニアショア開発とは，情報システム
開発や運用保守管理等を，首都圏より人件費の安い沖縄や北海道の情報システム会社といった地方都
市の開発能力を活用し，システム開発業務を委託することである。 
ニアショア開発のメリットは，オフショア開発とは異なり，日本国内のシステム開発委託元企業と
同じ文化と言語で業務を安価なコストで行うことができること，及び首都圏での開発よりも低コスト
で高い品質やセキュリティを維持・確保できることである。 
本論文1では，筆者の現地調査2に基づき，沖縄の情報システム開発会社を事例にして，近年，注目
されている日本における情報システム開発会社のビジネスモデルの形態であるニアショア開発につい
ての実態と課題について考察する。 
 
2. 沖縄の位置と概要 
沖縄県は，図 1に示すように，約北緯 24度から 28度，東経 122度から 132度に位置，東シナ海と
太平洋に挟まれた鹿児島県の薩南諸島を除く南西諸島の沖縄諸島や先島諸島，大東諸島で構成（41市
町村）されている。沖縄県の総人口 1,447,134人（推計人口，2018年 3月 1日），沖縄県民の約 9割が
沖縄本島に集中，面積は 2,281.12km2，那覇市の平均気温 16.9℃（2018 年 2 月）である。また，沖縄
県の行政上の統計では，沖縄本島とそれ以外の離島に分けられる（沖縄県産業政策課，2018）。 
沖縄の位置関係は，アジアの中心に立地しており，中国・上海や台湾・台北等のアジア地域の主要
都市から 1,000km圏内にある。また，沖縄は中国・北京や青島・広州，香港，フィリピン・マニラ等
のアジア地域の主要都市から 2,000km 圏内にある。さらに，沖縄はベトナム・ハノイやホーチミン，
タイ・バンコク，フィリピン・マニラ等のアジア地域の主要都市から 3,000km圏内にある（沖縄県産
業政策課，2018）。ところで，沖縄県における情報システム開発会社が多数立地している沖縄 IT津梁
パーク（OKINAWA IT SHINRYO PARK）は，うるま市に存在している。うるま市は，沖縄本島中部に
おける東海岸の太平洋側に位置して，東部には金武湾，南部には中城湾の両湾に面している。 
うるま市に存在する沖縄 IT津梁パークは，沖縄県が県内において，国内外の情報通信関連産業の先
端拠点の形成を目指している産業集積である。沖縄 IT津梁パークの“津梁”とは，沖縄の地がアジア
との架け橋であることを意味している。沖縄 IT津梁パークでは，沖縄県における情報通信産業の推進
と雇用創出の先導，及び日本における情報通信産業の活性化と国際競争力向上の寄与を基本理念に掲
げて，県内では同エリアを含めて 8,000人の新規雇用創出を目指している。なお，うるま市東南部の
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与勝半島（勝連半島）の先端部には，在日米軍基地の港湾施設ホワイト・ビーチ地区と海上自衛隊の
沖縄基地がある。 
うるま市は，那覇市より北東方向へ 25km の場所に位置し，2005 年 4 月 1 日に具志川市，石川市，
中頭郡勝連町，与那城町の2市2町が合併して発足している。うるま市は，面積87.02km2，総人口120,356
人（推計人口，2018年 3月 1日）の規模で，農業や林業等の第一次産業比率が低い都市型の産業構造
といった特徴がある。また，うるま市の産業エリアである洲崎の中城湾港新港地区には，IT・サービ
ス関連分野の情報通信産業の産業集積地域として，沖縄 IT津梁パークが設置されている。 
うるま市の中城湾港新港地区には，沖縄における加工交易産業の拠点として，金属加工業，食品加
工業，建築資材卸売業，半導体製造業等において，多種多様な企業が進出している。また，同地区は，
特別自由貿易地域の指定地域があり，税制・金融上の優遇措置とインキュベーション施設や高速イン
ターネット等の情報インフラが適用される（沖縄県情報産業振興課，2016，2018）。 
 
2. 情報システム開発のビジネスモデル 
本章では，情報システム開発におけるアウトソーシング（Outsourcing）における代表的なビジネス
モデルとして，ニアショア開発（Nearshore Development）を取り上げ，その仕組みとともに，その実
態と課題について考察を行うことにする。 
はじめに，情報システム開発業務におけるアウトソーシングの分類として，海外（外国）業者に対
してシステム開発業務を外部委託するオフショア開発（Offshore Development），及び日本国内地方都
市の業者にシステム開発業務を外部委託するニアショア開発の 2つのビジネスモデルを取り上げる。
そのうえで，ニアショア開発において，沖縄に進出した日系企業と外資系企業の情報システム開発会
社 4社を事例にして，そのビジネスモデルについて考察する。 
2.1. オフショア開発とビジネスモデル 
オフショア開発とは，情報システム開発の業務において，メインフレーム系3，クライアント・サー
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（出所）沖縄県商工労働部産業政策課（2018）『経済特区沖縄』沖縄県と google map より筆者作成。 
図 1. 沖縄とアジアの位置関係 
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バー系4，オープン系5，WEB サイト系，スマートフォン・タブレット系，SNS 系6，ソーシャルゲー
ム系7等の様々なソフトウェア開発から，システム運用・保守・管理・トラブル（システム障害）対応
等について，中国やインド，フィリピン，ベトナムといった海外（外国）の情報システム開発会社や
海外子会社・海外関連会社の海外情報システム開発の業者に対して，情報システム開発業務をアウト
ソーシングすることである（沖縄県情報産業振興課，2018）。 
なお，アウトソーシングには，自社グループ企業を含まない自社外（第三者事業者）のリソース8を
活用した形態であるアウトソーシング型オフショアリング（Outsourcing Type Offshoring）と，自社の
海外拠点や海外子会社等の自社グループ企業・関連企業を含む自社内のリソースを活用した形態であ
るインハウス型オフショアリング（In-house Type Offshoring）のシステム開発に大別できる（税所，2014）。 
オフショア開発が積極的に採用された背景には，日本におけるシステム開発コストの上昇に対する
コスト削減，及び日本のシステムエンジニア不足9に伴うリソース確保といったことなどがある。また，
最近では，各種コスト削減の他にも，情報システムに関する技術力や運用体制，情報セキュリティ等
の様々な要素を勘案して，情報化社会を基盤として，世界各地を選択対象として最適な海外拠点の業
者にアウトソーシングするグローバルなオフショア開発の考え方も広がりつつある。 
また，1990年代以降のインターネットを代表とする情報通信技術の発達で，米国及び欧州の多国籍
企業を中心として，ソフトウェア開発やデータ入力，コールセンター，管理業務等，IT・サービス分
野において，海外企業に対してアウトソーシングという新しいビジネスモデルが生まれている
（Hirakawa 他編，2017）。オフショア開発は，ITベースのサービスとして欧米先進国を中心に発展し，
当初のアウトソーシング先はアイルランドやカナダ，インド等の新興国が対象となっている。その後，
オフショア開発の委託先は，今世紀には中国やフィリピン，ベトナム等のアジア地域に拡大している。 
現在，アウトソーシング先の世界的な拡大の中で，インドや中国，フィリピン，ベトナム等のアジ
ア地域ではオフショア開発における受託先としての世界中の中心的な地位を確立し，IT・サービス分
野のビジネスを拡大させている。しかし，Hirakawaらの研究では，海外企業に対してアウトソーシン
グ先の拡大のみで，日本における具体的なオフショア開発の形態についての分析は行われていない。 
そこで，以降においては，日本におけるオフショア開発の形態について，その業務を全部，あるい
は一部の委託形態である海外リソースの活用方法によって，(1)ブリッジ・オフショアリング，(2)変形
ブリッジ・オフショアリング，(3)ダイレクト・オフショアリング，(4)変形ダイレクト・オフショアリ
ング，(5)グローバル・オフショアリンググローバル・オフショアリングの 5 つに大別10して考察を行
うことにする（税所，2014）。 
(1)ブリッジ・オフショアリング（Bridge Offshoring） 
この業務プロセスでは，まず，はじめに，企業等の情報システム開発業務を発注する日本の顧客（組
織）は，日本国内の IT ベンダー11と業務の契約を行うことになる。そのうえで，日本の IT ベンダー
は，海外（外国）の第三者事業者，または自社（あるいは自社グループ）海外拠点の情報システム開
発会社へ情報システム開発業務をアウトソーシングする“内⇔内⇔外”のビジネスモデルである。 
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(2)変形ブリッジ・オフショアリング（Bridge Offshoring of Transformation） 
この業務プロセスでは，まず，はじめに，企業などの情報システム開発業務を発注する日本の顧客
（組織）が，海外（外国）に自社（あるいは自社グループ）の現地拠点（日本の現地法人・海外支店・
海外出張所・駐在員事務所等）を設立する。そのうえで，海外の現地拠点においては，自社内では多
くの IT技術者を雇用せずに，情報システム開発業務を現地の情報システム開発会社にアウトソーシン
グする。つまり，日本にある顧客の海外現地拠点が，進出先の国（地域）において，さらに進出先の
国の第三者事業者へ業務をアウトソーシングする“内⇔外⇔外”のビジネスモデルである。 
その他，はじめに，企業等の情報システム開発業務を発注する日本の顧客（組織）が，海外（外国）
の第三者事業者である ITベンダーの現地拠点（日本の現地法人・ローカル企業）に情報システム開発
業務をアウトソーシングする。そのうえで，海外（外国）の現地拠点では，直接，情報システム開発
業務を一部，あるいは全部の業務を，現地の情報システム開発会社にアウトソーシングする。つまり，
ITベンダーの現地拠点が進出先の国において，さらに進出先の国の第三者事業者へ情報システム開発
業務をアウトソーシングする“内⇔外⇔外”のビジネスモデルである。 
(3)ダイレクト・オフショアリング（Direct Offshoring） 
この業務プロセスでは，はじめから企業等の情報システム開発業務を発注する日本の顧客（組織）
は，直接，海外（外国）の第三者事業者である ITベンダーの現地拠点（ローカル企業），あるいは自
社（グループ）海外拠点と業務の契約を行う。そのうえで，海外業者に対して，情報システム開発業
務をアウトソーシングする“内⇔外”のビジネスモデルである。したがって，情報システム開発業務
を発注する顧客企業にとっては，直接，現地企業とのシステム開発業務に関する専門的なやり取りを
行うために，オフショアリング開発に関する各種業務知識が必要となる。 
(4)変形ダイレクト・オフショアリング（Direct Offshoring of Transformation） 
この業務プロセスでは，まず，はじめに，企業等の情報システム開発業務を発注する日本の顧客（組
織）は，直接，海外（外国）の第三者事業者と業務の契約を行い，情報システム開発業務をアウトソ
ーシングする“内⇔外”のビジネスモデルである。この場合，海外の現地企業は，業務を自社内で担
当するのではなく，自社 IT技術者の現地企業への顧客社員派遣のオンサイト（現地常駐）12によって
情報システム開発業務を行うことになる。したがって，情報システム開発業務の委託はプロジェクト
単位の開発契約でなく，常駐固定型のオンサイト開発による現地技術者の派遣形態となるので，シス
テム開発業務の指揮・管理・命令等は顧客側が行うこととなる。 
(5)グローバル・オフショアリング（Global Offshoring） 
この業務プロセスでは，まず，はじめに，企業等の情報システム開発業務を発注する海外（外国）
の顧客（組織）は，日本の IT ベンダー等と業務の契約を行うことになる。そのうえで，IT ベンダー
は海外（外国）の第三者，または自社海外拠点の情報システム会社へ情報システム開発業務をアウト
ソーシングする“外⇔内⇔外”のビジネスモデルである。 
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2.2. オフショア開発の実態 
日本のオフショア開発は，開発コストの低減とともに，漢字文化活用の中国での開発及び最新情報
通信技術活用のインドでの開発が始まりと言われている。現在では，中国やインドをはじめ，より人
件費の安いベトナムやフィリピン，マレーシア，ミャンマー，バングラデシュ，ネパール等のアジア
地域を中心とする多くの国において，オフショア開発の受託先として注目されている。 
なお，近年の日本の情報システム開発会社のビジネスとしては，現在のオフショア開発の中心的，
かつ代表的な受入国なっているアジア地域以外でも，アフリカ地域においても情報システム開発業務
の担当としてオフショア開発を推進13している企業も存在している。 
情報システム開発企業は，オフショア開発の導入で，情報システム開発にともなう業務やプロセス
において，大幅なコスト削減やリソース確保等の大きなメリットを享受することができる。しかし，
そのメリットの反面で，以下のような課題も存在している（日本ニアショア開発推進機構，2018）。 
第 1の課題には，コミュニケーション上の課題である。オフショア開発において，システムエンジ
ニア間14，あるいは情報システム開発の受発注企業間や日本国内での情報システム開発の業務委託・
受託会社間においても，開発の用語や単語の解釈や仕様書の理解が異なることがある。 
したがって，オフショア開発は，基本的には，受発注側で母国語や文化等が相違するシステムエン
ジニア間での業務（作業）になるので，業務上の意思疎通の問題が発生する可能性がある。 
また，オフショア開発では，情報システム開発の受発注企業間では地理的な距離があるため，場所
によっては簡単に打ち合わせできないので，業務上のトラブルが発生したとしても face to faceでの業
務内容（仕様）や成果物の確認ができない可能性がある。 
第 2の課題には，社会・商習慣の違いの課題である。情報システムの発注側日本企業と受注側海外
企業において，時間管理や進捗管理，業務姿勢，品質向上，コーディング規約，モジュール再利用等
への取り組み方が大きく異なることがある。 
したがって，オフショア開発では，社会生活や文化，言語，商慣習も相違するため，正確な仕様を
理解されないケースも発生し，オフショア開発委託先の企業やエンジニアの判断で仕様を解釈され，
後になってから独断での判断による開発で問題が発生する可能性がある。 
また，オフショア開発では，社会・商習慣の違いから，設計書（仕様書）作成の手間，及び品質や
仕様，進捗状況の管理に時間がかかる可能性もある。 
第 3の課題には，カントリーリスク上の課題である。オフショア開発の業務委託対象国や地域にお
いて，それらの国内における政治・経済の状況の変化によって，証券市場や為替市場等の金融市場に
暴落や混乱が生じた場合，それらの対象国や地域に投資した資産の価値が変動する可能性がある。 
したがって，オフショア開発は，海外への投資や融資，貸付けに伴う回収不能等の危険（リスク）
だけでなく，海外ビジネスを行う場合においても，業務委託先の国の事情によって出資金・貸付金の
ほか，売上金が回収不能となる可能性がある。 
第 4の課題には，情報セキュリティ上の課題である。アジア地域を含む世界中の多くの開発途上国
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では，著作権に関しての意識が欠落している場合が多く見られる。パッケージソフトやアプリケーシ
ョンソフト等のソフトウェアだけでなく，情報システム開発におけるソースコードや設計書類（仕様
書類）等の成果物も著作権が発生するが，著作権者に無断で外部漏洩する可能性がある。 
つまり，日本の著作権法では，情報システムを開発した会社が，その成果物の著作者として著作権
を持つことが一般的である。しかし，情報システム開発会社（オフショア業務委託先の企業や再委託
先企業等）から，システム構成やアルゴリズムだけでなくソースコードや設計書類，テストケース，
データ類等の成果物（機密情報）が，組織外部に流出・漏洩する可能性がある。 
このような課題が存在するため，最近では，オフショア開発による情報システム開発の課題を解決
する方策として，ニアショア開発によるアウトソーシングが活用されている。 
2.2. ニアショア開発の実態 
ニアショア開発とは，オフショア開発と同じようにメインフレーム系，クライアント・サーバー系，
オープン系，WEB サイト系，スマートフォン・タブレット系，SNS 系，ソーシャルゲーム系等のソ
フトウェア開発から，システム運用保守管理，及びコンテンツ制作，電気通信事業・ネットワーク，
コールセンター15やデータセンター16，ビジネスプロセス・アウトソーシング（BPO）17等について，
日本において首都圏より人件費や地代・家賃等の固定費の安い沖縄や北海道といった地方都市のリソ
ースや開発力を活用し，情報システム開発業務をアウトソーシングすることである。 
ニアショア開発の最大の特徴は，オフショア開発とは異なり，日本国内で情報システム開発を行う
ことである。したがって，オフショア開発と違って，ニアショア開発のメリットは，情報システム開
発の委託元企業と受託先企業が同じ文化と価値観，言語によるシステム開発が可能なことである。ニ
アショア開発では，首都圏よりも安価なコストで実現できるため，低コストで高品質や情報セキュリ
ティ，納期を維持・確保できることが特徴である。そこで，以降では，沖縄における情報システム開
発の事例として，沖縄の産業振興政策を概観するとともに，沖縄における日系企業と外資系企業の情
報システム会社 4社を事例にして，ニアショア開発の実態と課題について考察する。 
 
3. 沖縄におけるニアショア開発の事例 
3.1. 沖縄における情報通信技術の産業政策 
沖縄県は，これまで豊かな自然環境や特色ある島々，沖縄独自の歴史・文化等を中心とした観光・
リゾート産業に次いで，情報通信産業と国際物流ハブ産業を 21世紀に向けた中核産業と位置付けて，
積極的な産業振興と産業集積に取り組んでいる。また，沖縄では，情報通信産業の振興のため，具体
的には以下のような産業振興政策を実施している。 
1998 年 9 月，沖縄県は沖縄県マルチメディアアイランド構想を策定し，情報通信産業を 21世紀に
向けた中核産業と位置付けた産業振興政策として，同産業の推進と集積に取り組んだのが初めである
と言われている。その後，2002年から施行の沖縄振興計画では，法定分野別計画である沖縄県情報通
信産業振興計画を 3次にわたり策定し，情報通信産業の振興を推進してきた。また，2007年 3月には，
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内閣府の新沖縄情報通信産業振興検討会第 3回検討会でその方向性が提示され，2007年 5月 25日に
情報通信産業の産業集積である沖縄 IT津梁パーク構想事業調査検討会第1回検討会が開催されている。 
2012 年には，沖縄 21 世紀ビジョン等で情報通信産業の産業集積を促進し，同産業の高度化・多様
化に向けた国内外での積極的なプロモーション活動を行っている。また，沖縄とアジア地域，首都圏
をネットワークで接続する海底光ケーブルの敷設，及び高度先端情報通信技術の研究開発への支援・
サポート等に取り組んでいる。 
このような産業振興政策の結果，沖縄全体の情報通信産業の進出企業数は，1990年～2006年の 126
社，2008年 194社，2009年 202社，2010年 216社，2011年 237社，2012年 263社，2013年 301社，
2014年 346社，2015年 387社，2016年 427社，そして 2018年 1月には前年比 86.3％増の 454社と増
加している。また，情報通信産業の雇用者数は，1990年～2006年の 11,397人，2008年 16,317人，2009
年 18,075，2010年 20,212人，2011年 21,758人，2012年 23,741人，2013年 24,869人，2014年 25,912
人，2015年 26,627人，2016年 28,045人，そして 2018年 1月には前年比 4.7％増の 29,379人と増加し，
沖縄での情報通信産業の新しい雇用を創出している（沖縄タイムス，2018）。 
このように，今日では，沖縄県においては，情報通信産業を観光・リゾート産業と並ぶ主要産業に
成長させるべく，積極的な産業振興政策を推進している。以降では，沖縄のニアショア開発における
事例として，日系の情報システム開発会社として SCSKニアショアシステムズ株式会社とクオリサイ
トテクノロジーズ株式会社の 2社，及び外資系の情報システム開発会社として株式会社沖縄ハイシン
ク（中国）と FPT沖縄 R&D株式会社（ベトナム）の 2社を取り上げる。 
 
3.2. SCSKニアショアシステムズの事例 
SCSKニアショアシステムズ株式会社（SCSK Nearshore Systems Corporation：以下，SCSKニアショ
ア）は，2001 年 5 月 15 日設立，資本金 1 億円、株主は SCSK 株式会社 100％の出資，従業員数 272
名（2018 年 4 月現在），住友商事グループのシステムインテグレーターである SCSK（本社は東京都
江東区）のグループ企業を担っている情報システム開発会社である（SCSKニアショアシステムズHP）。 
SCSK ニアショアの本社は東京都江東区豊洲，本社には本社機能の他に管理本部，その他にはシス
テム開発事業本部の開発センターとして，国内の岩手県盛岡市・横浜市中区・福井県福井市・宮崎県
宮崎市・鹿児島県鹿児島市・沖縄県那覇市・沖縄県南風町の 7か所に開発拠点を設けている。 
SCSKニアショアの主要事業内容は，SCSKグループ企業の 1社として，ソフトウェア開発と SCSK
グループのシステム開発サービスにおけるシステム開発機能を担う会社として，システム開発保守サ
ービス（エンハンスメント18），及び新規システム開発サービスを担当している。 
SCSK ニアショアのシステム開発保守サービスでは，既存の稼働中のシステムのアップデート，バ
グや不具合の原因究明，修正作業や復旧作業，ネットワーク強化，性能強化，及びアプリケーション
対応の機能改善や機能拡張，機能追加，税制変更，手数料変更等のための情報システム開発を行って
いる。このサービスでは，顧客先で行う要件定義以降の工程を担っている。 
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プログラム開発では，業務システム（アプリケーションソフト）のコーディングだけでなく，シス
テム構造やコンピュータ（マシン）やネットワーク構成，プログラムの内容を理解したうえでの基本
設計から詳細設計，コーディング，システムテストまでの幅広い業務である。 
SCSK ニアショアの新規システム開発サービスでは，新規にシステムを開発するサービスである。
一般的に，情報システム開発のプロセス（工程）では，要件定義（システム要件定義），システム設計
（基本設計・詳細設計），プログラム開発（コーディング），運用テスト（単体テスト・結合テスト），
システムテスト（ユーザテスト），本番稼働，運用・保守支援といったフローで業務を行う。 
新規システム開発では，親会社の SCSKが顧客に対して営業活動を行い受注・契約し，そして SCSK
のエンジニアが顧客とのシステム要件の詳細を詰めて要件定義から基本設計までの上流工程と中流工
程を担当し，グループ会社として SCSKニアショアのエンジニアが主に詳細設計以降の中流工程と下
流工程のプロセスを担当する形態である。また，システム開発上で必要であれば，SCSK ニアショア
と SCSKのエンジニアが一緒になり，顧客先にて要件定義や基本設計から参加することもある。 
SCSKニアショア及び SCSKの新規開発におけるビジネスモデルは，図 2に示すように，初めに親
会社の SCSK が大都市圏を中心とした顧客との営業を担当し，そして当該顧客との契約を担当する。
その後，SCSKが上流工程と中流工程を担当，続いて SCSKニアショアが SCSKグループの一部機能
を担う組織として沖縄拠点での中流工程と下流工程を担当する。保守開発におけるビジネスモデルは，
上流工程の一部である顧客対応以外の工程を SCSKニアショアが担当する。 
SCSK ニアショアは，
自社のコアコンピタン
スのもとで，SCSK と
の間で情報システム開
発の工程における業務
の役割分担を行い，
SCSK グループとして
システム開発に取り組
み，グループ企業が一
体になり顧客に対して
システム開発サービス
を提供している。 
 
3.3. クオリサイトテクノロジーズの事例 
クオリサイトテクノロジーズ株式会社（Qualysite Technologies Inc.：以下，クオリサイト）は，2003
年 11月 7日設立，資本金 1億円，株主はキヤノン ITソリューションズ株式会社とニッセイ情報テク
ノロジー株式会社の 2社による出資，従業員 200名（2018 年 4月現在），キヤノン製品及び関連ソリ
顧客
要件定義
ユーザテスト
要件定義
ユーザテスト
ＳＣＳＫ
システム要件定義
基本設計
システムテスト
システムテスト
SCSK
ﾆｱｼｮｱｼｽﾃﾑｽﾞ
詳細設計
コーディング
単体・結合テスト
システム要件定義
基本・詳細設計
コーディング
単体・結合テスト
システムテスト
新規開発
保守開発
（機能追加等）
役割分担
SCSK
ｸﾞﾙｰﾌﾟ参
加
営業
契約
ニアショア開発
（沖縄）
オンサイト開発
（現場常駐）
100％出資
（出所）SCSKニアショアシステムズHP，及び同社インタビュー調査より筆者作成。 
図 2. SCSKニアショアシステムズのビジネスモデル 
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ューションの国内マーケティングを担当するキヤノンマーケティングジャパン（本社は東京都港区）
のグループ企業を担っている情報システム開発会社である（クオリサイトテクノロジーズHP）。 
クオリサイトの本社は沖縄県名護市，Java開発センターとして沖縄開発センターの他，北海道札幌
市に北海道開発センターを設置している。また，データセンター（Data Center）として，沖縄県内に
名護データセンター（ミッションクリティカル19のシステム向けデータセンター）と宜野座データセ
ンター（DRサイト20やクラウドサービス21事業者向けデータセンター）を設置している。 
クオリサイトの主要事業内容は，Java に特化したシステム開発サービス（Lab 型開発サービスとプ
ロジェクト型開発），及びデータセンターの運営・維持と付帯サービスである。 
クオリサイトによる Java特化のシステム開発サービスは，Javaの標準仕様が JCP（Java Community 
Process）22でオープンに広く公開されており，様々な企業・団体・個人が，その発展に貢献・寄与し
ていることに基づいている（JCP HP）。Java の開発では，他の開発言語に見られるようなプログラミ
ング言語によってソースコードを作るコーディングにおける規約に対する縛り（プログラミング方言）
が少なく，可読性23の担保がし易いことがクオリサイトによる言語特化の理由のひとつである。 
また，Lab 型開発サービスにより，継続的な稼働中システムのメンテナンスや機能追加の開発サー
ビスを提供している。Lab型開発は，オフショア開発センター（Offshoring Development Center）とも
言い，企業が一定期間（基本期間は半年や 1年）で発注する業務量の最低保証を行い契約するシステ
ム開発である。したがって，システム開発の発注企業は，必要なスキルを持ったエンジニアを必要な
人数と必要な期間だけ，当該システム開発企業の専属チームと契約するシステム開発である。 
Lab 型開発では，予め優秀なエンジニアを当該企業専用に確保することで，随時かつ柔軟にシステ
ム開発を依頼することが可能で，加えて仕様やノウハウを蓄積できる。したがって，当該企業にとっ
ては開発案件が複数あり，自社のリソースが不足する場合や定期的に発注したい場合にはメリットが
高く，低価格で当該企業専用の優秀な人材を常に確保し続けることができる。 
その他，プロジェクト型開発のオンサイト開発（請負型開発）を組み合わせることにより，プロジ
ェクト単位での専属チームを編成し，顧客との密接な連携が必要な要件定義とユーザテスト，システ
ム要件定義，基本設計，結合テスト，システムテストまでを顧客先（オンサイト）で実施，詳細設計
とコーディング，単体テスト，結合テストをニアショア開発として沖縄の自社で実施している。 
データセンターの運営・維持と付帯サービスでは，ニアショアデータセンターとして必要な機能に
特化した品質を築くことで，コストパフォーマンスと高いカスタマイズ性を有している。その結果，
データセンターでは，大規模ミッションクリティカルのユーザ企業からの信頼を築いている。また，
沖縄県の IT基盤環境整備施策により，高品質のデータセンター設備やネットワーク環境を整備してい
る。したがって，基盤整備における初期コストの負担なく，低コストでの事業運営を可能にしている。 
クオリサイトのビジネスモデルは，図 3 に示すように，従来はオフショア開発で採用していた Lab
型開発をニアショア開発で応用したものである。このビジネスモデルでは，顧客が中心になって作成
した仕様書通りに開発するプロジェクト型開発とは異なり，要件定義や基本設計等の仕様を固めてい
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く工程，及びサービス
を開発していく工程に
おいて，仕様を適宜変
更できるといった顧客
の状況に合わせて，柔
軟にシステム開発を行
うことができることが
大きな特徴である。 
クオリサイトのビジ
ネスモデルは，自身が
大都市圏を中心とした
営業を担当し，そして当該顧客との契約を実施する。その後，プロジェクト型開発と Lab型開発に基
づき，オンサイト，及び沖縄の開発拠点において情報システム開発が行われる。 
プロジェクト型開発におけるビジネスモデルでは，ニアショア開発として拠点は沖縄となるが，現
場常駐エンジニアによるオンサイト開発を行うため，顧客が沖縄拠点を訪問する必要性はない。また，
実際のシステム開発では，仕様調整や見積り作成は，発注完了後の着手となる。プロジェクト型開発
の仕様変更では，開発工程での柔軟な仕様変更はできず，要件変更の場合には，その都度の要件定義
と追加工数見積もりが発生する。また，プロジェクト型開発でのノウハウ蓄積は，プロジェクト単位
でのエンジニアのアサイン（確保）となるため，ドキュメント（資料）によるノウハウ継承が必要に
なる。したがって，Lab 型開発で見られる開発チームに対するノウハウの蓄積ではないため，メンバ
ーが追加や離脱があった場合にはノウハウが継承されるようなことはないのである。 
 
3.4. 株式会社沖縄ハイシンクの事例 
株式会社沖縄ハイシンク（Okinawa Hi-Think Corporation：以下，沖縄ハイシンク）は，2015年 8月
設立，資本金 4億円，株主は中華人民共和国（以下，中国）の大連市に本社がある大連華信計算機技
術股份有限公司（以下，大連華信）による 80％出資と東京都港区芝浦に本社がある大連華信の日本現
地法人の株式会社ハイシンクジャパン（大連華信 100％出資）の 20％出資により設立された中国資本
の情報システム開発会社である（沖縄ハイシンクHP）。 
大連華信は 1996年 5月に設立，NEC，NTTデータ，日立ソリューションズ，NECソリューション
イノベータ，新日鉄住金ソリューションズ，マイクロソフト等の IT企業が出資している。大連華信は，
拠点として日本と中国に子会社 20社と 4つの支社があり，従業員 7,735人，ソフトウェア開発，及び
情報サービス，業界ソリューションプロバイダの業務でグローバル展開している。 
沖縄ハイシンクの沖縄進出は，沖縄県の情報通信産業振興策による支援のもとで，沖縄 IT津梁パー
クの企業立地促進センターに設立されている。沖縄 IT 津梁パークは，沖縄の IT・サービス分野の情
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ニアショア開発
（沖縄・北海道）
オンサイト開発
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（出所）クオリサイトテクノロジーズHP，及び同社インタビュー調査より筆者作成。 
図 3. クオリサイトテクノロジーズのビジネスモデル 
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報通信産業における産業集積として，沖縄県うるま市に設置，同エリアには国や地方自治体による各
種補助制度や優遇制度，高速通信回線等の補助金やインフラの整備された情報通信産業の拠点である。 
沖縄ハイシンクは，ソフトウェアの開発・保守，及び IT・サービス業務を展開している企業である。
その業務内容としては，ニアショア開発業務によるアプリケーションソフトウェア開発と保守業務，
IT・サービス業務，データセンター業務である。具体的には，アプリケーションソフトウェア開発と
保守業務では，中国・大連の大連華信が有する人材とノウハウの提供，及び開発支援，その 100％子
会社であるハイシンクジャパンが有する営業活動と上流工程支援活動と連携した活動を展開している。
沖縄ハイシンクの特徴は，大連華信とハイシンクジャパンと連携を行い，大連華信（ハイシンク）グ
ループとして，顧客に対して高品質・高生産性のサービスを提供することである。 
IT・サービス業務とデータセンター業務では，沖縄ハイシンクに先進的データセンターを構築する
ことで，各社のサーバーや通信機器等を共同の場所に設置するコロケーション（Collocation）からBCP
対策までの付加価値の高いサービスを展開している。コロケーションは，大規模サーバーを設置する
ためのデータセンターでもあり，サーバーを設置するためのスペースを確保し，ラックやケージ等の
設備，電力・空調等の設備を整えて，スペースごと貸し出したり，サーバーの保守・管理を請け負っ
たりするハウジングサービスを提供することである。 
大連華信グループのビジネスモデルは，図 4に示すように，ハイシンクジャパンが大都市圏を中心
とした顧客との営業を担当し，そして当該顧客との契約を担当する。また，案件別の役割分担では，
大型案件を大連の大連華信，小型・中型案件を日本の沖縄ハイシンクが担当する。その他，オープン
系及び汎用機系のソフトウェア開発における各社の業務の役割分担として，大連華信とハイシンクジ
ャパンが開発の上流工程，沖縄ハイシンクが開発の中流工程から下流工程を担当している。 
大連華信とハイシンクジャパンでは，上流工程のシステム開発業務として，要件定義では，顧客の
ニーズと意図を解明したうえで，開発すべき情報システムの目的と目標を確定する。そして，情報の
収集（分布と歴史，ルーツ等）と情報の組織化，業務系システムの設計，情報系システムの設計等を
含めて，システム設計
（情報デザイン）の基
本を定めて，最適な情
報システムを提案する。 
沖縄ハイシンクは，
中流工程のシステム開
発業務として，情報デ
ザインと情報システム
提案に基づいて，シス
テム設計が行われるこ
とになる。 
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（出所）沖縄ハイシンクHP，及び同社インタビュー調査より筆者作成。 
図 4. 沖縄ハイシンクのビジネスモデル 
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システム設計では，ハードウェア環境とネットワーク環境，ソフトウェアの構成を明確にする。基
本設計は機能設計と視覚設計，構造設計の作成を行うとともに，詳細設計はプログラム仕様としてプ
ログラマに対する作業指示書を作成する。 
また，沖縄ハイシンクは，システム開発業務の下流工程として，プログラム開発では当該システム
に最適なプログラム言語を組み合わせて使用して，コーディングを行い，ソースコードを作成する。
その後，事前制作の詳細設計における書類に応じて，画面の色や帳票等の形を編み上げる作業のデザ
インワークとともに，テスト環境や本番環境等の設定を検討する。 
一方，下流工程である運用テストの単体テストでは，沖縄ハイシンク（開発者側）がプログラムを
手続や関数等の個々の機能毎のモジュール単位に分割し，各モジュールについての動作検証を担当す
る。また，結合テストでは，沖縄ハイシンク（開発者側）の最終テストで，構築したシステムが全体
として予定通りの機能を満たしているかどうかついての動作検証を担当する。 
沖縄ハイシンクの特徴は，ニアショア開発と IT・サービス業務において，人件費高騰を抑えたコス
ト削減のコストパフォーマンス向上，外貨決済から円決済活用の為替変動リスク回避，言葉や文化，
習慣，法律等の対策のカントリーリスク解消，知的財産，コンプライアンス等の対策の情報セキュイ
リティ解消を提供できることである。また，沖縄県による IT基盤環境整備の施策24により，高品質の
データセンター設備やネットワーク環境を整備している。したがって，沖縄 IT津梁パークに進出する
ことで，基盤整備における初期コストの負担なく，低コストでの事業運営を可能にしている。 
 
3.5. FPT沖縄 R&D株式会社の事例 
FPT沖縄 R&D株式会社（FPT Okinawa R&D Co., Ltd.：以下，FPT沖縄 R&D）は，ベトナム大手の
ソフトウェア開発企業の FPT ソフトウェア株式会社の日本法人，2005 年設立の FPT ジャパン株式会
社の 100％出資の子会社である（FPT沖縄 R&D HP）。FPT沖縄 R&Dは，FPTグループにおいて日本
とベトナムでのオフショア開発をつなぐニアショア開発の拠点として，2017年 9月設立の情報システ
ム開発会社である。 
FPTソフトウェアは，1999年にベトナム最大の ICT企業である FPTコーポレーション25が 100％出
資して設立，従業員 13,000人（2018年 1月現在），2億 7,358万USD（2017年度）の売り上げである。
また，ベトナム・ハノイ本社の他，日本や米国，欧州，東南アジア，オーストラリアに拠点を置いて，
当該地域においてニアショア開発とオフショア開発，オンサイト開発を組み合わせた最適なデリバリ
ーモデルを提供している。 
FPTコーポレーションでは，事業戦略の子会社として電気通信セクター分野の FPTテレコム，FPT
オンラインサービス，技術セクター分野の FPT情報システム，FPTソフトウェア，その他セクター分
野の FPTエデュケーション，FPTインベストメントの 6社でグループを形成している。FPTグループ
の主要事業内容は，テレコムサービス，携帯電話の生産と販売，デジタルコンテンツ，IT製品の生産
と販売，ソフトウェア開発，システム・インテグレーション，教育事業等である。 
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FPT 沖縄 R&D の沖縄進出では，立地の観点から日本の本土であるとともに，ベトナムにも近く，
ベトナムの首都ハノイや大商都ホーチミンの都市から 3,000km圏内にある。また，沖縄の気候がベト
ナムと類似していることに加えて，沖縄県による情報通信産業への積極的な各種支援と充実したイン
フラ施設があることから開発拠点として設立されている。 
情報システム開発業務の委託元会社（顧客）は，FPTグループが沖縄に開発拠点を設立したことに
より，ベトナムで情報システム開発を行う FPTソフトウェアによるオフショア開発，沖縄で情報シス
テム開発を行う FPT沖縄 R&Dによるニアショア開発，東京で情報システム開発を行う FPTソフトウ
ェアジャパンによるシステム開発（オンサイト開発を含む）の 3つのパターンを自由に選択すること
が可能となる。つまり，FPT グループは，顧客に対して，3 パターンのベストショア型の情報システ
ム開発を選択することが可能となる。これにより，生産性と品質，競争力のある価格との組み合わせ
により，顧客が要求する費用とサービスに見合った価値のある製品を提供している。 
FPT沖縄 R&Dの業務内容としては，3本柱として，サービス企画業務，開発運用保守業務，人材育
成業務を提供している。具体的には，データ処理やコンタクトセンター，コールセンター，学習エン
ジンのデータ作成，CAD/CAE26設計等の BPO サービス，ソフトウェア検証，互換性検証，組み込み
製品検証，モバイル検証，クラウド検証，情報セキュリティ検証等のテスティング・サービス，日本
人とベトナム人の IT人材紹介の IT人材紹介サービスの提供である。 
FPTグループのビジネスモデルは，図 5に示すように，FPTジャパンが大都市圏を中心とした顧客
との営業を担当し，そして当該顧客との契約を担当する。その後，案件内容によって，オフショア開
発の場合の FPTソフトウェア，及び日本国内のシステム開発の場合の FPTソフトウェアジャパン，そ
してニアショア開発の場合の FPT沖縄 R&Dがシステム開発業務を担当する。 
このビジネスモデルでは，FPTジャパンが営業窓口として顧客と折衝し，及び各種契約とその管理，
価格設定等の提案の責任を担当する。また，オンサイト開発としての開発チーム管理やオンサイト体
制，オフショア体制，ニアショア体制，リソースのユーザ調整，オフショア開発納品，ニアショア開
発納品の管理業務を担
当する。 
さらに，FPTソフト
ウェアにおけるオフシ
ョア開発，及び FPT沖
縄 R&D におけるニア
ショア開発の各責任者
は，プロジェクト全体
の管理のもとで，オフ
ショア開発チーム体制
やニアショア開発チー
（出所）FPT沖縄 R&D HP，及び同社インタビュー調査より筆者作成。 
図 5. FPT沖縄R&Dのビジネスモデル 
ＦＰＴ沖縄Ｒ＆Ｄ
（日本）
ＦＰＴソフトウェア
ジャパン
（日本）
営業
契約
顧客
参
加
システム企画
要件定義
ユーザテスト
ＦＰＴソフトウェア
（ベトナム）
ＦＰＴ
コーポレーション
（ベトナム）
ＦＰＴジャパン
（日本）
100％
100％
100％
オフショア開発 ニアショア開発
出
資
出資
出
資
（１）テレコムサービス（22％）
（２）携帯電話の生産と販売（12.7％）
（３）デジタルコンテンツ（8％）
（４）IT製品の生産と販売（10％）
（５）ソフトウェア開発（19.9％）
（６）システム・インテグレーション（15.8％）
（７）教育事業など（6.2％）
詳細設計
コーディング
単体・結合テスト
案件分担
案
件
分
担
案
件
委
託
案件委託
案
件
委
託
出
資
調整
ＦＰＴグループ
システムエンジニア
詳細設計
コーディング
単体・結合テスト
 わが国の情報システム開発におけるニアショア開発に関する一考察 49 
 
ム体制，開発部門のリソース調整，リソース・開発インフラ・セキュリティの管理，価格設定等の提
案活動における支援業務を担当する。 
一方，FPTソフトウェアにおけるオフショア開発，及び FPT沖縄 R&Dにおけるニアショア開発の
各プロジェクトマネージャーは，達成すべき課題やチェックポイント一覧であるタスクリストの作成
とプランの修正点管理や効率的に修正作業を進めるための仕組みであるトラッキング，プロジェクト
の全体管理（進捗管理・課題管理・品質管理），報告書作成や顧客報告を担当する。 
 
4. ニアショア開発のビジネスモデル 
4.1. ニアショア開発の開発プロセス 
ニアショア開発のシステム開発プロセス（工程）では，オフショア開発の工程と同様に，要件定義
（システム要件定義），システム設計（基本設計・詳細設計），プログラム開発（コーディング），運用
テスト（単体テスト・結合テスト），システムテスト（ユーザテスト）の各段階で業務が行われる。 
基本設計では，要件定義での決定事項を具体化する工程である。基本設計の主要内容は，ハードウ
ェア・データベース・ソフトウェア選定，データベース設計・テーブル設計，システム・サブシステ
ムの機能概要設計，入力・出力内容，データ移行・運用・セキュリティ方針の検討，外部システム連
携方法検討，システム内部で使用する区分の決定等がある。 
詳細設計では，基本設計での決定内容を画面や帳票，プログラム等の単位で詳細に機能分割して設
計する工程である。基本設計では，把握できていない要件や基本設計での不備や漏れがあれば，詳細
設計で追加・修正を行って仕様を確定させる。詳細設計の主要内容は，画面や帳票のレイアウト設計，
バッチ処理，メッセージ処理，データベース機能，クラス機能等のプログラム設計の他，当該システ
ムで使用のコード設計，開発規約，コーディング規約，単体テスト仕様書の作成等がある。 
コーディングでは，提供する情報システムや機能において最適なプログラム言語を組み合わせて使
用し，詳細設計を元にしたコーディングを行い，プログラムであるソースコードを作成する。コーデ
ィングは画面・帳票・バッチ単位で作成するが，当該システム全体で共通的に使用し，返値を計算す
る何らかの処理，何らかの処理（値は返さない）のサブプログラムがある場合には先行して作成する。 
単体テストでは，作成のプログラムに対し，詳細設計の仕様書を元にテストを行う工程である。ま
た，結合テスト段階では，作成の各プログラムを統合し，画面遷移やリアルタイムとバッチ，及びイ
ンターネットを介したデータの受け渡し等，画面間やプログラム間，システム・サブシステム間の連
携が正常に処理できるかどうかを確認する工程である。 
システムテストでは，ユーザ環境，あるいは同等環境で実施するテストの工程である。ここでは，
主に画面遷移やオンライン，バッチ，帳票印刷等の処理，エラー時の対応，及び組織外の他システム
との連携が正常稼働するかを検証する。ユーザテスト段階では，開発部門でシステムテストを実施し
て合格した情報システムにおいて，実際にユーザが参加して要求機能を満たしているか，画面や帳票
レイアウト，操作感等を検証する。また，新システムへの置き換えのリプレイスの場合，入力したデ
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ータが新システム側でも旧システムと同じ計算結果や出力（画面や帳票等）できるかも検証する。そ
して，想定する全てのテスト項目を検証後，新システムを本番環境にリリースする。 
ニアショア開発は，情報システム開発プロセスの各段階を上流工程と中流工程，下流工程に分類し，
プロジェクト型開発，Lab 型開発，及びオンサイト開発等の開発体制の観点から，顧客が要望するコ
ストやサービス提供の観点から業務分担を行い，システム開発業務を推進することである。 
 
4.2. ニアショア開発の実態 
ニアショア開発では，図 6に示すように，情報システム開発を日本国内の人件費の安い沖縄や北海
道等，わが国における地方都市の情報システム開発会社に業務をアウトソーシングするビジネスモデ
ルである。また，ニアショア開発は，日本国内での情報システム開発が可能となるため，開発受発注
や開発工程などにおいて正確で円滑なコミュニケーションが可能で，開発コストを抑えながら品質を
維持したり，開発関連組織の情報セキュリティを確保できたりするメリットがある。 
日本国内では，金融機関のシステム開発を中心にして，機密保持や情報漏洩，個人情報，著作権等
における情報セキュリティの観点から，従来から海外企業にアウトソーシングしにくいオフショア開
発が存在していた。オフショア開発の課題を解決しつつ，短納期のため海外では間に合わない，ある
程度の開発コスト削減と品質を維持したいといった側面からニアショア開発が注目されている。 
ところで，今日，多くの外国では，これまでの商習慣やものづくりにおいて，業務を推進するうえ
での仕様や構成，プロセス等は，多くの場合は明確な形で表現（資料や文章等）している。つまり，
ビジネスを展開するうえで，資料や文章の内容は誰でもが認識可能な知識を活用して，客観的な知識
としてとらえることができるビジネスモデルである形式知にもとづいた業務が存在している。 
一方，日本の商習慣やものづくりでは，業務を推進するうえでの仕様や構成，プロセス等は，明確
な形となって表現できない，し難いものとなっている。つまり，ビジネスを展開するうえで，認知の
過程や言葉に表せる知覚に対して，全体的あるいは部分的に形に表せない，説明できない知識で，主
観的な知識でも困難な
ビジネスモデルである
暗黙知にもとづいた業
務が存在している。 
これらは情報システ
ム開発においても同様
で，日本では暗黙知に
基づいたシステム開発
業務が存在している。
したがって，オフショ
ア開発において，開発
顧
客
営
業
・マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
営業
契約
オ
ン
サ
イ
ト
開
発
（現
場
常
駐
）
提案
確認
ニアショア開発（沖縄）
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ型サービス
システム要件定義
基本設計
結合テスト
システムテスト
詳細設計
コーディング
単体・結合テスト
ニアショア開発（沖縄）
Lab型開発サービス
成果
案件
成果
案件
要件定義
ユーザテスト
（出所）筆者作成。 
図 6. ニアショア開発のビジネスモデル 
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受発注や開発工程等において正確で円滑なコミュニケーションができない場合には手戻りが発生する
ことになる。オフショア開発では，手戻りが発生するとコストや時間を大きくロスするため，なるべ
く手戻りが発生しないよう各工程での検証を厳重に行なうことが求められる。しかし，ニアショア開
発の場合には，オフショア開発で求められる複雑で細かい指示は必要ない。また，追加コスト負担の
ブリッジ SEの活用は必要ない。 
一方，コンプライアンスの観点から，日本の商習慣や法令等を理解しているニアショア開発の方が
安心して業務委託できる。情報システム開発の場合もコンプライアンスが重要視されるが，その内容
には法令遵守が当然含まれる。コンプライアンスでは，法令だけに留まらずに，社内規程やマニュア
ル，企業倫理，社会貢献の遵守，さらに企業リスクを回避するためには，どのようなルールを設定し
て行くか，どのように運用して行くかを考え，その環境の整備までを含んでいる。しかし，ニアショ
ア開発の場合には，日本国内での開発となるので，日本でのビジネスモデルを理解した情報システム
会社が多く，開発メンバーに対する新たなコンプライアンス教育が発生することが少ない。 
ニアショア開発では，国内企業に対して情報システム開発をアウトソーシングすることで，情報セ
キュリティ面だけではなく，円滑なコミュニケーション，商習慣の暗黙知と融和性，高いプロジェク
ト遂行能力，為替変動リスクの回避，カントリーリスクの回避等の効果が得られるのである。 
 
4.3. ニアショア開発の課題 
沖縄では，行政機関が県内に経済特区を設けて補助金提供や税制免除等の優遇策を提供したことで，
短期間で数多くの IT企業が県内各地に進出している。その結果，沖縄県内において，どの地域におけ
るどの会社に，どのような技術やプログラムを得意とする IT 企業が存在するのかが分からない，IT
企業を知るためのチャネルや手段が少ないという課題がある。 
日本では，2015 年 9 月 30 日施行の労働者派遣法改正法で，施行日以降，特定労働者派遣事業と一
般労働者派遣事業の区別は廃止され，全ての労働者派遣事業は新たな許可基準に基づく許可制となり，
システムエンジニアの特定派遣が廃止されている。特定派遣廃止により，派遣事業会社は運営許可の
有効期限後に厚生労働大臣の認可が必要である。特定派遣廃止前までは，日本の IT 業界では大手 IT
企業をピラミッドの頂点とした元請と下請の多重の階層構造が存在，各 IT企業間での業務分担が成り
立っていた。しかし，特定派遣廃止は，IT企業は自社のコアコンピタンスのもとで，自らがビジネス
モデルを構築し，経営戦略確立の受注活動（営業活動）を行わなくてはならなくなった課題がある。 
また，沖縄には，数多くの IT企業が県内に進出した結果，プログラマやシステムエンジニア，ネッ
トワークエンジニア，サーバエンジニア，プロジェクトリーダー，ITコンサルタント，システムアナ
リスト等の IT技術者の専門人材が逼迫している課題がある。現在，特に高度 IT専門家において，そ
の人材難は顕著な状況である。高度 IT専門家では，人や組織を動かしながらシステム全体を統括する
プロジェクトマネージャー，先進的な IT技術の実践力を持ったシステムエンジニア，そして情報デザ
インを描きモデル化するシステムデザイナーといった 3つのタイプの人材が必要である。 
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近年の沖縄における大学新設は，2011年設立の 5年一貫制の博士課程を有する沖縄科学技術大学院
大学（OIST：Okinawa Institute of Science and Technology Graduate University）だけである。OISTは，学
部を擁しない大学院大学で，しかも IT分野はメインの研究分野となっていない。OISTでは，物理学，
化学，神経科学，海洋科学，環境・生態学，数学・計算科学，分子・細胞・発生生物学の 7つの分野
を基礎として，62の研究ユニットにより，先進的な学際分野の研究が行われている。 
また，沖縄県では，県内に大学新設や既存大学の学部増設等を検討するための調査委託費 3,200 万
円を 2017 年度当初予算案に計上しているが，IT 分野の大学新設や学部設立の目途は立っていないの
が現状である。沖縄では，県内での IT分野の人材育成の長期的なビジョンがない課題がある。 
このような IT分野の人材難について，例えば FPT沖縄 R&Dでは，今後，ベトナム本国よりプログ
ラマやシステムエンジニア等の IT技術者を本国で 500名採用し，沖縄に常駐させてシステム開発を推
進する計画である。しかし，沖縄に常駐の外国人によるニアショア開発の展開では，日本のビジネス
慣行を理解したシステム開発とならないので，日本国内でのオフショア開発と言えるものである。 
実際のシステム開発ビジネスにおけるアウトソーシングを推進するうえにおいては，暗黙知等の日
本のビジネス慣行に基づくニアショア開発とならない可能性が高いので，円滑なコミュニケーション
が図れず，ニアショア開発の優位性を確保できない課題である。 
 
5. おわりに 
日本の情報通信産業において，情報システム開発業務のアウトソーシングでは，コスト削減や人材
確保等の効果を期待した海外のリソースを活用したオフショア開発の導入が進展している。しかし，
その一方で，オフショア開発の導入によるコミュニケーション相違やカントリーリスク等による課題
も顕在化しており，そのひとつの対応策として，最近ではニアショア開発の導入も見られる。 
ニアショア開発では，日本国内の情報システム開発業務のビジネスを推進するうえで，正確で円滑
なコミュニケーションが可能で，ある程度の開発コストを抑えながら高品質を維持したり，開発関連
組織の情報セキュリティを確保できたりするメリットがある。しかし，ニアショア開発においても，
IT 企業チャネルやビジネスモデル構築，高度 IT 専門家，IT 人材育成等の課題があり，システム開発
における万能な方策ではないのが現状である。 
他方，外資系の情報システム開発会社においては，新しいビジネスモデルとして，オフショア開発
のメリットとニアショア開発のメリットを組み合わせた，両方における開発のメリットを生かしたベ
ストショア開発による新しいビジネスモデルを提案している企業もある。 
現時点では，どちらの開発スタイルにもメリットとデメリットがあり，その採用にはそれぞれの仕
組みとメリットとデメリットを理解したうえでのアウトソーシング活用が必要である。 
 
謝 辞 
 本研究は，科学研究費補助金（基盤研究(B)・研究課題番号：16H03664），及び科学研究費補助金（基
わが国の情報システム開発におけるニアショア開発に関する一考察 53 
盤研究(B)・研究課題番号：17H03327）の支援を受けました。また，この論文の作成にあたっては，
沖縄のニアショア開発の情報システム開発会社の方々にお忙しい中インタビューをさせて頂きました。 
引用文献 
FPT沖縄 R&D㈱ <https://www.fpt-software.jp/fpt-okinawa/>（2018/8/9閲覧） 
Hirakawa, H., Takahashi, N., Maquito, F.C., Tokumaru, N. (Eds.), 2017, Innovative ICT industrial architecture in 
East Asia : offshoring of Japanese firms and challenges faced by East Asian economies, Springer. 
JCP（Java Community Process）HP <https://www.jcp.org/en/home/index>（2018/8/9閲覧） 
SCSKニアショアシステムズ㈱HP, <http://www.scsk-nearshore.co.jp/base-naha.php>（2018/8/9閲覧）. 
沖縄県商工労働部情報産業振興課，2016．「なぜ、沖縄か？」，企業立地，沖縄県．<http://www.pref. 
okinawa.lg.p/site/shoko/johosangyo/hp_cms_change/150714_why_okinawa.html>（2018/8/9閲覧） 
沖縄県商工労働部情報産業振興課，2018．「2017-2018 情報通信産業立地ガイド」，沖縄県． 
沖縄県商工労働部産業政策課，2018．「経済特区沖縄」，沖縄県． 
<http://www.pref.okinawa.jp/site/shoko/seisaku/kikaku/keizaitokku.html#pamphlet>（2018/8/9閲覧） 
沖縄タイムス，2018．「IT増える沖縄の IT企業 2018年 1月 6.3%増の 454社 雇用は 4.7%増」，沖縄
タイムス．<https://www.okinawatimes.co.jp/articles/-/281350>（2018/8/9閲覧） 
㈱沖縄ハイシンクHP <http://www.ohcc.co.jp/> （2018/8/9閲覧） 
クオリサイトテクノロジーズ㈱HP, <http://www. qualysite.co.jp/>（2018/8/9閲覧）. 
経済産業省商務情報政策局情報処理振興課，2016．「IT 人材の最新動向と将来推計に関する調査報告
書」，経済産業省．<http://www.meti.go.jp/policy/it_policy/jinzai/27FY_ report.html>（2018/8/9閲覧） 
税所哲郎，2014．「中国とベトナムのイノベーション・システム－産業クラスターによるイノベーショ
ン創出戦略－【第 2版】」，白桃書房． 
税所哲郎，2018a．「わが国のシステム開発におけるニアショア開発に関する一考察－沖縄の情報シス
テム開発会社を事例にして－」，日本生産管理学会第 47回全国大会講演論文集，301-304． 
税所哲郎，2018b．「わが国のシステム開発におけるニアショア開発に関する一考察－沖縄の外資系情
報システム会社を事例にして－」，2018年社会情報学会（SSI）全国大会・研究発表論文集，153-156． 
日本ニアショア開発推進機構，2018．「オフショア開発の課題」，ニアショア活用情報，ニアショア機
構 <http://www.nearshore.or.jp/know-nearshoring/issues-on-development/>（2018/8/9閲覧）  
㈱ブレインワークスHP <http://www.bwg.co.jp/>（2018/8/9閲覧） 
注 
1 本論文は，拙稿（2018a，2018b）「わが国のシステム開発におけるニアショア開発に関する一考察―沖縄の情報システム開発
会社を事例にして―」『一般社団法人日本生産管理学会第 47回全国大会講演論文集』日本生産管理学会，および拙稿
（2018）「わが国のシステム開発におけるニアショア開発に関する一考察―沖縄の外資系情報システム会社を事例にして―」
『2018年社会情報学会(SSI)全国大会・研究発表論文集』社会情報学会の予稿原稿を大幅に加筆・修正したものである。 
2 筆者は，2017年 10月 10日（火），2017年 11月 19日（日）～11月 21日（火），2018年 1月 30日（火）～2月 1日（木）の 3
回において，沖縄のニアショア開発企業や BPO企業，コンタクトセンター，コールセンター，沖縄県庁，産業集積等を訪問し，
沖縄における ITサービス企業や行政機関を調査してきた。 
3 メインフレーム（Mainframe）とは，メーカーの独自OS（Operating System）を搭載する大型コンピュータの総称で，主に企業等
の巨大な組織の基幹業務用等に使用される。メインフレームは，汎用コンピュータ，汎用機，汎用大型コンピュータ，大型汎用
コンピュータ，ホストコンピュータ，大型汎用計算機等とも呼ばれる。 
4 クライアント・サーバー（Client Server）とは，コンピュータをサービス提供コンピュータであるサーバーとサービス利用コンピュ
ータであるクライアントに分けて，役割分担をしてシステムを運用する仕組みのことである。 
5 オープンシステム（Open System）は，コンピュータの世界でオープン標準に準拠したソフトウェアやそれを使用しているコンピ
ュータのことである。主に，UNIX系の呼称や分散システムの 2つの用法で使用されている。 
6 SNS（Social Networking Service）とは，インターネットを介して人間関係を構築できるスマートフォンやタブレット端末，PC用の
サービスの総称である。代表的 SNSには，MySpace，Friendster，Facebook等があり，国内ではmixi，GREE等がある。 
7 ソーシャルゲーム（Social Game）とは，主にパソコンや携帯電話（スマートフォン），タブレット端末等の SNS（Social Networking 
Service）において提供されるゲームの総称である。 
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8 リソース（Resource）とは，コンピュータが稼働するために必要な CPU（Central Processing Unit）の処理速度やメモリ容量，ハー
ドディスク容量等のハードウェアやソフトウェアといった資源や要素のことである。また，情報システム開発においては，プロジ
ェクトの遂行に必要な人手や資金，設備等が該当する。 
9 経済産業省では，2020年 36.9万人，2030年 78.9万人の ITエンジニアが不足すると試算している（経済産業省，2016）。 
10 オフショア開発における委託分類の詳細については，『中国とベトナムのイノベーション・システム－産業クラスターによるイノ
ベーション創出戦略－【第 2版】』，白桃書房を参照のこと（税所，2014）。 
11 ITベンダー（Information Technology Vendor）とは，システムの提案・開発を行う会社のことである。また，複数のベンダーの製
品を組み合わせてシステム構築する会社もある。 
12 オンサイト開発（On-site Development）とは，システムエンジニアが顧客指定の勤務先に常駐し，情報システム開発・運用の業
務を支援する開発手法である。 
13 株式会社ブレインワークスでは，2016年 9月，アフリカのルワンダ共和国キガリ市内において，ブレインワークスアフリカ
（BRAIN WORKS AFRICA）を設立し，ベトナムでの 20年間のオフショア開発実績を生かして，アフリカにおけるオフショアビ
ジネスを推進している（ブレインワークス HP）。 
14 このような課題を補う IT人材として，ブリッジ SE（Bridge System Engineer）がある。ブリッジ SEは，ITスキルだけでなく言語や
文化などの両国間（例えばベトナムと日本）のビジネス習慣を熟知し，両国間に立って円滑に業務を進められる指示ができる
SEのことである。ブリッジ SEでは，SEの能力に加えてプロジェクトマネージャーの能力，そして言語力が求められている。さら
に，開発パートナーの指導，教育，管理が行える人材で，開発納期の厳守に加えて，高品質なシステム開発が期待できる。 
15 コールセンター（Call Center）とは，コンタクトセンター（Contact Center）とも言い，電話による顧客対応の窓口業務を専門的に
行う部署で，顧客サポートや顧客の苦情対応，通信販売等の業務を担当する。一方，コンタクトセンターは，商品やサービスの
購入前や購入後の問合せ，商品やサービスの購入申込や契約関連の問い合わせ，通信販売での受付対応等の顧客に対し
ての対応業務を専門に行うセンター化された組織である。コンタクトセンター業務としては，顧客からの電話を受けるインバウン
ド（In bound），セールス目的にコンタクトセンターから電話をかけるアウトバウンド（Out bound）の 2つに大別できる。 
16 データセンター（Data Center）とは，大量のサーバーを収容し，インターネット接続サービスや保守・運用サービス，大規模な
クラウドサービス，ビックデータ等を提供する施設である。 
17 ビジネスプロセスアウトソーシング（Business Process Outsourcing）とは，自社の業務プロセスを外部企業に委託することである。
BPOでは，自社業務の一部，または全部を外部に任せることで，委託側は自社のコア業務に専念することが可能となる。BPO
サービスでは，業務の一部，または全部を一括して外部に委託することで，委託元は自社のコア業務に人材や資源を集中す
る事が可能となる。また，アウトソーサー（外部）のノウハウにより，豊富な運用実績を持つ専門企業に業務プロセスの再設計か
ら運用までを任せることで，業務の効率化や高品質化，業務運用コストの軽減といった付加価値も期待できる。 
18 エンハンスメント（Enhancement）とは，現行システムを修正して，性能や品質の強化・向上を図ったり，新たな機能の追加・拡
張を行ったりすることである。エンハンスメントでは，プログラムの修正の他，外付けシステムの追加開発，データベースやミド
ルウェアのチューニング，ハードウェアの追加・置き換え等の様々な手段が含まれる。 
19 ミッションクリティカル（Mission Critical）とは，コンピュータシステム等を形容する内容で，それが業務の遂行やサービスに必
要不可欠であり，障害や誤作動等が許されないことである。また，システムがミッションクリティカルであることは，24時間 365日
稼動し続けなければならず，万が一，システム障害が発生すると社会的に影響の大きいよう鉄道会社や航空会社，電力会社，
金融機関等の基幹システム，及び社会的に重要なインフラ系のシステムに求められている。 
20 DRサイト（Disaster Recovery Site）とは，バックアップサイト（Backup Site）とも言い，地震や雷，火事，火災等の災害で，主要な
ITシステム拠点での業務の続行が不可能になった場合に，緊急の代替拠点として使用する施設や設備のことである。DRサイ
トは，業務システムが稼働しているデータセンターや情報システム拠点の機能の一部，または全部を肩代わりする能力を持っ
た施設で，普段から緊急時に備えてデータのバックアップ等を行うのである。 
21 クラウドサービス（Cloud Service）とは，クラウドコンピューティングの形態で提供されるサービスである。従来は，利用者側がコ
ンピュータのハードウェアやソフトウェア，データ等を自らの個人や組織で保有・管理し利用していた。クラウドサービスでは，
利用者側が最低限の環境（PCや携帯情報端末等のクライアント，その上で動くWebブラウザ，インターネット接続環境等）を用
意することで，様々なサービスを利用できる。クラウドサービスは，主に SaaS（Software as a Service），PaaS（Platform as a 
Service），IaaS（Infrastructure as a Service）の 3つの形態で提供されている。 
22 JCP（Java Community Process）の詳細は，同組織のホームページを参照のこと（JCP HP）。 
23 可読性（Readability）とは，読み取れる性質，読み取れる度合等を表す言葉である。 
24 沖縄県では，2002年から 2011年の「沖縄県情報通信産業振興計画」による 420億円，2012年から 2021年の「おきなわ 
Smart Hub構想」による 2015年度分の 110億円の補助金が支給されている。 
25 FPTコーポレーション（FPT Corporation）は，1988年 9月 13日に設立，IT及び電気通信分野を中核事業としている。現在，
FPTはベトナム国内 63の省・都市にサービスを提供，2017年は 1.93億USDの売上，従業員 32,092人，世界 33カ国に進出
しグローバルに事業展開している。1988年創業，以来，ベトナム IT産業で急成長を続けており，2009年の従業員数は 1万人
を超えるトップ企業である。FPTコーポレーションは，1997年にFPTインターネットセンターを設立し，ベトナム初のインターネッ
トプロバイダーである。同社では，IT系子会社の他，関連会社としてシノニックス FPT，FPT リテール，FPT証券，FPTファンド
マネジメントがあり，金融業務も展開している。 
26 CAD（Computer-Aided Design）は，コンピュータ支援設計のことで，コンピュータ技術を活用した設計，あるいはコンピュータ
による設計支援ツールのことである。CADは，人の手によって行われていた設計作業をコンピュータによって支援し，効率化
を高める目的がある。CAE（Computer-Aided Engineering）は，コンピュータ技術を活用した製品の設計，製造や工程設計の事
前検討の支援を行うことである。CAEは，製品開発の初期段階から，できるだけ少ない試作回数で素性のよい，高品質な製品
開発を行う目的がある。 
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